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はじめに 

 

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（以下「独占禁止法」とい

う。）は、市場における公正かつ自由な競争を促進することにより、一般消費者

の利益を確保するとともに、国民経済の民主的で健全な発達を促進することを

目的とする経済活動に関する基本法である。我が国経済を活性化させ、イノベ

ーションを促進するためには、規律ある市場原理・自己責任原則に立脚した経

済社会を確立し、公正かつ自由な競争によって市場が有する機能を十全に発揮

させていく必要があり、独占禁止法の果たすべき役割はますます重要になる。

事業活動のグローバル化、ボーダレス化が進む中で、競争政策の国際的調和も

重要であり、我が国の独占禁止法を国際的にも遜色のないものとする必要があ

る。 

こうした状況を踏まえ、課徴金の算定率の引上げ、課徴金減免制度の導入、

犯則調査権限の導入、審判制度の見直し等を内容とする独占禁止法の改正が平

成１７年に行われ、平成１８年１月から施行された。改正法については、その

施行状況を踏まえたフォローアップを行う必要があるほか、課徴金制度、審判

制度といった基本的な制度の在り方について更に検討するべきであるとの考え

方もあったことから、「政府は、この法律の施行後二年以内に、新法の施行の状

況、社会経済情勢の変化等を勘案し、課徴金に係る制度の在り方、違反行為を

排除するために必要な措置を命ずるための手続の在り方、審判手続の在り方等

について検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。」（附

則第１３条）との見直し規定が設けられた。 

独占禁止法基本問題懇談会（以下「本懇談会」という。）は、この規定に鑑み

て開催された内閣官房長官の懇談会である。本懇談会は、平成１７年７月に初

会合を開いて以来、これまで細田博之内閣官房長官（平成１７年１０月まで）、

安倍晋三内閣官房長官（平成１７年１０月～平成１８年９月）、塩崎恭久内閣官

房長官（平成１８年９月～）の下で、○○回の会合を重ねてきた。 

細田長官からは、第１回会合において、「『経済憲法』とも呼ばれる事業活動

の基本法である独占禁止法の在り方について検討するに当たっては、行政法、

刑法など関連する分野の論点を含めた幅広い検討が必要である。課徴金に係る

制度の在り方については、課徴金の法的性格、刑事罰との関係といった論点に

加えて、不公正な取引方法に対する措置の在り方についても検討すべきである」
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旨の発言があった。 

安倍長官からは、第１５回会合において、「独占禁止法違反に対する抑止力を

確保し、経済取引における競争環境を向上させることが、政府が推進してきた

構造改革の徹底という観点からも非常に重要である。わが国経済の発展、消費

者利益の増進につながるような議論をしていただくようお願いしたい」旨の発

言があった。 

さらに、塩崎長官からは、第１７回会合において、「競争法のエンフォースメ

ントの在り方については、他の国々で採用されている方法との融合と我が国の

独自性との関係をどう整理するかという難しい問題を含んでいる。これからの

日本の経済が発展をするためのインフラとしての競争政策という観点からの良

い提言をしてもらいたい」旨の発言があった。 

本懇談会においては、有識者、関係団体、関係省庁等からの意見聴取、改正

法の施行状況の報告聴取を重ねるとともに、平成１８年７月には、「独占禁止法

における違反抑止制度の在り方等に関する論点整理」を公表して広く各層の意

見を求めた。 

本報告書は、本懇談会において、意見聴取、報告聴取、意見募集を踏まえつ

つ、議論を重ねた成果である。政府において、本報告書を十分に踏まえて、必

要となる立法措置、独占禁止法の運用面での対応が図られることを期待する。 

 

（懇談会の開催状況、資料、議事録、論点整理及び寄せられた意見等につい

ては、http://www8.cao.go.jp/chosei/dokkin/index.html 参照。） 



 3

Ⅰ 検討の基本的視点 

 独占禁止法の在り方を検討するに際しては様々な視点があり、これらを適

切に調和させることが要請される。本懇談会は、以下に掲げる基本的視点の

下で具体的制度設計を試みることとした。 

 

（違反行為に対する抑止力の確保、法執行の実効性確保、適正手続の保障） 

独占禁止法は、競争制限的行為を禁止し、違反行為に対しては不利益措置

を講じることによって、その目的を達成しようとする法律である。 

独占禁止法の目的を達成するためには、市場が有する機能を阻害するよう

な違反行為に対して十分に抑止力のある措置が用意されることが不可欠であ

ることは言うまでもないが、違反行為に対して実効的な法執行が可能な制度

となっていることも重要である。 

さらに、独占禁止法は、違反行為をした事業者に不利益措置を執ることを

法執行の主たる手段とするものであり、不利益措置に際しての手続は、公正

性・透明性が確保された適正なものである必要がある。 

不利益措置に際して適正な手続が保障されるべきことは当然であるが、過

剰な手続保障によって法執行の実効性が損なわれることも適当でない。独占

禁止法の制度設計及び運用においては、適正手続の保障と法執行の実効性確

保を適切に調和させることが重要であり、独占禁止法が経済活動の基本法と

して信頼されるルールとなることが、法目的の達成にもつながると考えられ

る。 

 

（我が国の他の制度、外国の制度との比較） 

独占禁止法の制度の在り方を検討するに当たっては、我が国において参考

となると考えられる制度（税法、証券取引法等）と比較しつつ検討すること

が有益である。 

競争法は先進主要国等多くの国々に存在しており、海外主要国の制度との

比較も参考となる。経済のグローバル化に伴い、国際的動向を探ることは必

須の要請である。もっとも、その際には、単に競争法だけで比較するのでは

なく、それぞれの国における基本法制（司法制度や行政手続）の在り方の相

違も踏まえるとともに、制度の形式的な違いではなく、実質的な機能の側面

に着目して、比較・検討が行われるべきである。 
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（消費者政策との関係） 

独占禁止法は市場メカニズムを機能させることにより、良質で安価、そし

て多様な商品やサービスの供給を確保して、国民経済の発達と併せて消費者

の利益の確保を図るものである。また、独占禁止法は、「市場における公正か

つ自由な競争を促進」することを手段としている点はあるものの、業法等に

よる消費者保護規制とは異なり、業種横断的に適用されるという特色がある。

消費者政策(消費者の利益の擁護及び増進に関する総合的な施策)の観点から

みれば、独占禁止政策(競争政策)は、その重要な一翼を担っている。 

消費者政策は様々な施策を含むものであるが、消費者が主体的・合理的に

判断できる環境を創出・確保することも、その役割の一つである（独占禁止

法、景品表示法も消費者政策の一環としてその役割を担っている。）。消費者

が主体的・合理的に選択できる環境が整備されれば、良質で安価、そして多

様な商品等の供給が促され、市場メカニズムがより有効に機能することにな

る。そういう意味では、消費者政策が独占禁止法の目的の実現に資するとい

う面もある。 

このように、消費者政策と独占禁止政策（競争政策）は密接に関係してお

り、両政策を一体的に推進するという視点が重要である。 
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Ⅱ 制度の概観と本懇談会における検討事項 

 

１ 違反抑止につながる諸措置等の概観 

独占禁止法は、私的独占、不当な取引制限、不公正な取引方法等を禁止

し、違反事業者に対する行政上の措置（排除措置命令、課徴金納付命令）、

刑事罰を設けている。また、違反行為の存在について調査し、審理するた

め、公正取引委員会による行政調査手続、審判手続等についての規定を設

けている。 

 排除措置命令は、違反事業者に対して、当該違反行為の取り止めやその

再発を防止するための措置を講じること等を命じ、独占禁止法違反行為に

よってもたらされた競争制限状態の除去及びその後の競争秩序の回復・維

持を目的とする行政上の措置である。確定した排除措置命令に対する違反

に対しては、法人の場合上限３億円の罰金が科される（平成１７年改正前

においては、３００万円）。 

 課徴金納付命令は、違反事業者に対して金銭の納付を命じる行政上の措

置である。現行法では、不当な取引制限及び私的独占（支配型）を対象と

しており、私的独占（排除型）及び不公正な取引方法は対象外である。課

徴金の額は、違反行為に関連する売上高に法定の算定率を乗じて得られ、

業種・規模により異なる算定率が設けられている。 

 平成１７年改正により、①算定率の引上げ、②課徴金の対象範囲の拡大・

明確化（私的独占（支配型）を課徴金の対象とする等）、③課徴金減免制度

（違反事業者が自らの違反行為に係る情報提供を行った場合に課徴金額を

減免する制度）の導入、④刑事罰が併科される場合の金額調整規定（罰金

額の半分に相当する額を本来の課徴金額から控除）の導入、が行われた。 

 刑事罰の対象となるのは、私的独占、不当な取引制限であり1、不公正な

取引方法は対象とならない。 

 公正取引委員会は、事件について必要な調査をするため、立入検査、関

                         
1 公正取引委員会による告発が訴追要件とされており、公正取引委員会は、国民生活に広

範な影響を及ぼすと考えられる悪質かつ重大な事案、違反を反復して行っており行政上

の措置によっては独占禁止法の目的が達成できないと考えられる事案について刑事告発

を行う方針であることを明らかにしている（「独占禁止法違反に対する刑事告発及び犯則

事件の調査に関する公正取引委員会の方針」（平成１７年１０月７日））。 
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係人への審尋等を行うことができ（間接強制による行政調査権限）2、違反

行為があると認められる場合には、事前手続（公正取引委員会による命令

案の説明、名宛人事業者による意見申述、証拠提出の機会の付与）を経て

排除措置命令及び課徴金納付命令を行う。 

 排除措置命令・課徴金納付命令に対して不服がある場合、事業者は審判

を請求することができる（平成１７年改正前においては、審判は排除措置

を命じる前に行われる仕組みであった。）。 

 

２ 本懇談会における検討事項 

 本懇談会においては、独占禁止法違反行為を抑止するための措置とその

際の手続の在り方に関して、多岐にわたる論点について議論が行われたが、

本報告書においては、改正独占禁止法附則の見直し規定及び改正法に対す

る衆参両院の経済産業委員会における附帯決議の趣旨を踏まえ、課徴金制

度の在り方、審査・審判手続の在り方に関する論点を中心に整理している。 

 課徴金制度に関しては、 

① 課徴金と刑事罰を併存・併科する仕組み（併科方式）と事業者に対す

る金銭的不利益措置を課徴金に一本化する仕組み（一本化方式）のいず

れが適当か、憲法が禁じる二重処罰の禁止規定との関係をどう考えるか、 

② 課徴金の水準・算定方法はどう在るべきか、 

③ 課徴金の対象となる行為類型を現行法で対象としていない私的独占

（排除型）や不公正な取引方法に広げるべきか、 

④ 課徴金と損害賠償（違約金）等との関係をどう整理するか、 

といった論点がある。これらについては、Ⅲで整理している。 

なお、本報告書においては、現行の課徴金制度に縛られずに検討を行う

ため、「違反行為抑止のための金銭的不利益処分」について「違反金」とい

う用語を用いることとする（現行制度に言及する際に、「課徴金」「現行の

課徴金」を用いることがある。）。 

 審査・審判手続の在り方に関しては、 

① 審判制度の位置づけ（排除措置命令・課徴金納付命令等との前後関係

等）はどう在るべきか、 

                         
2 平成１７年改正により、犯則調査権限も導入された。 
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② 審判官、審判手続における証拠開示はどう在るべきか、 

③ 行政調査（審査）手続はどう在るべきか、 

④ 公正取引委員会の行う警告の公表についてどう整理するか、 

といった論点がある。これらについては、Ⅳで整理している。 

 さらに、本懇談会に与えられた直接的な検討課題ではないが政府として

検討することが望ましい事項として、独占禁止法違反行為に係る民事訴訟

制度の在り方、公共調達の在り方について言及している（Ⅴ参照）。 
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Ⅲ 違反金制度の在り方 

 

１ 違反金と刑事罰の在り方 

 

法人に対する刑事罰（が存在すること）の有効性を活かしつつ、違反

金を設計してこれを機動的に賦課することが、現状においては違反行為

に対する抑止の観点からは効果的であり、引き続き、違反金と刑事罰を

併存・併科することが適当である。 

 

（１）憲法の禁じる二重処罰 

憲法３９条後段は、「同一の犯罪については、重ねて刑事上の責任を

問はれない」（二重処罰の禁止）としている。そこで、行政上の金銭的

不利益処分と刑事罰の併科と、憲法が禁止する二重処罰との関係が問題

となる。 

 

この点に関し、最高裁判所判決で、現行課徴金について直接触れたも

のはないが、追徴税と罰金の併科について、申告納税の実を挙げるため

に賦課される追徴税は制裁的意義を有するとしつつ、脱税者の不正行為

の反社会性ないし反道義性に着目して科される罰金とは、その性質を異

にし、これらを併科することは、憲法の禁止する二重処罰に当たらない

としたものがある（最高裁・昭和３３年４月３０日判決 民集第 12 巻 6

号 938 頁）3。 

 

                         
3 高等裁判所判決では、①改正前の独占禁止法の課徴金と刑事罰の併科について、社会的

公正を確保するとともに、違反行為の抑止を図り、カルテル禁止規定の実効性を確保す

るために執られる行政上の措置である課徴金は、カルテルの反社会性ないし反道徳性に

着目しこれに対する制裁として科される刑事罰とは、その趣旨、目的、手続等を異にし、

これらを併科することが、憲法３９条に違反するものではないとしたもの（東京高裁・

平成５年５月２１日判決 高刑集第 46 巻 2 号 108 頁）、②（不当利得返還請求事件におけ

る判決であるものの）課徴金の納付を命ずることが制裁的色彩を持つとすれば憲法３９

条に違反することになるとしたもの（東京高裁・平成１３年２月８日判決 判例時報 1742

号 96 頁）、③重加算税と罰金の併科について制裁的な意義を有する行政処分と刑事罰と

の併科は憲法に違反しないとした判決（東京高裁・平成７年９月６日判決 税務資料 212

号 3427 頁）がある。（これらの判決はいずれも確定している。） 
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 本論点を検討するに当たっては、「何人も、同一犯罪行為を理由に生命

又は身体を二度危険にさらされることはない」とした米国連邦憲法の規

定の考え方も参考になると考えられる。この規定は、同じ犯罪行為につ

いて、刑事処罰(criminal penalty)を二度受けないことを保障したもの

であり、非刑事的(civil)な措置が、実質的に刑事処罰とみなされるべき

か否かの指標をどこに求めるかが問題となる。 

この点につき、米国連邦最高裁判所は、Hudson 事件判決4（５５２ U.S.

９３、１９９７年）において、立法者が非刑事的措置として立法してい

る以上は、当該非刑事措置が刑事的措置と併科されたとしても、原則と

して憲法の禁ずる二重処罰に抵触するものではないとの考え方を明示

している。Hudson 事件判決は、民事罰（civil penalty）であるとの立

法者の意図にもかかわらず、当該措置が刑事処罰の性質を有するとみな

されるためには、それが、①伝統的にはむしろ処罰（punishment）と考

えられてきた措置であること、②積極的な禁止もしくは制限を与える内

容の措置であること（たとえば拘禁）③故意がなければ課せられない措

置であること、④措置の対象とする行為がすでに犯罪(crime)とされて

いること、⑤抑止のみならず応報をも目的とする措置であること（刑事

的措置でも非刑事的措置でも抑止機能を有するので、抑止目的の措置で

あるというだけで刑事処罰とみなすべきではない）、といった要件を満

たさなければならないとした。この考え方に照らせば、違反行為を抑止

するための金銭的不利益処分が被処分者に制裁的効果を有しても、少な

くとも故意を要件とせず、また応報を目的としない措置である以上は、

刑事処罰とはいえないということになる。 

 

 平成１７年独占禁止法改正に関し政府は、算定率を引き上げた課徴金

について、行政上の制裁としての機能をより強めたものの、違反抑止の

                         
4 米国通貨監督庁により、違法な業務行為を理由に、民事制裁金支払及び銀行業務禁止を

命じられた（実際には、同意命令）銀行の役員３名が、その３年後に、同じ業務行為に

つき刑事訴追されたため、二重処罰にあたり違憲であるとして無罪を主張した事案。二

重処罰にはあたらないとして銀行役員側が敗訴。非刑事的措置が、被害者救済目的にと

どまるとは言いがたく、応報または抑止を主要な目的とする場合には、憲法の禁じる二

重処罰に当たりうるとした直近の判例を、それ以前の最高裁判例を逸脱したものとして、

明示的に変更した判決。 
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ために行政庁が金銭的不利益を課すという行政上の措置という法的性格

は変わっていないと説明している5。 

 

 学説においては従来この問題に関して必ずしも広く論ぜられている訳

ではないが、行政上の措置が「刑事上の責任を問」うこと（刑事処罰）

に当たるかどうかは、制裁の程度ではなく、制裁の性質によって決まる

ものであり、「不正行為の反社会性ないし反道徳性に着目してこれに対す

る制裁として科せられる」ものかどうかによって区別すべきである、二

重処罰に当たらないからといって憲法上の保障がなくなるわけではなく

比例原則（罪刑均衡原則）からの制約はある、としたものがある6。 

 

以上の判例、立法、学説の動向を踏まえ、本懇談会としては、違反行

為を抑止するために課される金銭的不利益処分は、被処分者に対して制

裁的な効果をもたらすとしても、刑事罰のように道義的な非難を目的と

するものではなく、刑事罰と併科しても、憲法の禁止する二重処罰には

当たらないという理解の下に、立法政策論としてこの問題を考えること

とした。もとより、立法政策的判断においては、比例原則に留意すると

ともに、制度上、両者の目的の共通性が強まり二重処罰に当たるおそれ

が生じないようにしなければならない。 

 

（２）立法政策としての併科方式と一本化方式の比較 

違反金と刑事罰を併科し得ることが、憲法上の二重処罰には当たらな

いにしても、立法政策として、行政上の金銭的不利益処分と刑事罰を重

複させることは避けるべきではないかとの考え方もある。これに関連し

                         
5 「見直し後の課徴金制度は、不当利得相当額以上の金銭を徴収する仕組みとすることで

行政上の制裁としての機能をより強めたものではありますが、これまでもその法的性格は、

違反行為を防止するために行政庁が違反事業者等に対して金銭的不利益を課すというも

のであり、この点は今回の見直し後も変わりはな」い（平成１６年１１月４日衆議院本会

議・内閣官房長官答弁）。 
6 佐伯仁志「独禁法改正と二重処罰の問題」日本経済法学会年報第２６号４７頁（２００

５年）。また、高橋和之教授は独占禁止法基本問題懇談会第１６回会合において、行政上

の制裁と刑事罰の併科が二重処罰に当たるかどうかは、行政制裁が刑事上の責任に当た

るかどうかによって判断されるべきであり、その基準は道義的非難の有無によると考え

られる、としている。 
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て、欧米主要国においては、競争法違反行為に対して、行政上の金銭的

不利益処分と刑事罰を併科していないことが挙げられる。 

しかしながら、欧米主要国でも、刑事罰と行政上の金銭的不利益処分

を併科する制度を設けること自体ができない訳ではなく7、こうした指

摘は、我が国において併科方式を採用することが適当でないという論拠

にはならない。また、我が国における他の法制度においても、重加算税

等のように行政上の金銭的不利益処分と刑事罰が併科され得る仕組み

となっているものも存在し、独占禁止法についても違反行為を抑止する

観点から、より効果的な仕組みを採用すればよいと考えられる。 

一本化方式（法人処罰を廃止し、法人事業者に対する金銭的不利益処

分を違反金に一元化）については、法人に対する刑事罰の廃止に見合う

だけの違反金の水準の引上げを前提とすれば、これまで刑事罰が科され

なかったような事案について、より高額の違反金を課すことができ、ま

た、行政資源を違反金賦課に集中させることにより効率的な法執行が可

能となり、抑止力が高まるのではないかという考え方がある。さらに、

刑罰と課徴金を併科することは憲法に違反するわけではないが、併科を

避けて同じ目的を達成する方法があれば、そのほうが憲法の趣旨により

適合的であるとの考え方もある。そもそも、法人に対する刑事処罰は、

従業者に対する選任監督上の過失責任を法人に問うとされている（両罰

規定）が、このような処罰の在り方には疑問があるとの指摘もあった。 

本懇談会においては、一本化方式も立法政策上の選択肢であることを

認識した上で慎重に検討を重ねた結果、以下の理由から、現状において

は併科方式を維持し、違反行為に対しては、違反金を賦課することによ

り機動的に対処しつつ、特に悪質・重大な事案については刑事罰を併せ

て科するという役割分担とすることが、違反抑止の観点からは効果的で

                         
7 米国競争法（反トラスト法）では、カルテル等の競争法違反行為に対して主として刑事

罰を適用しているが、他の経済法令違反については、刑事罰と民事罰（civil penalty）

を併存・併科している例がある。 

イギリス、フランスにおいては、競争法違反行為をした事業者に対して、行政上の金

銭的不利益処分を課しているが、刑事罰を適用することも理論上は可能とされている（第

１３回会合における今井猛嘉専門調査員による報告）。 

EU は、競争法分野のみならず一般に、原則として刑罰権を持っていないので、ここで

の検討の参考とならない。 
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あるとの結論に至った。すなわち、 

① 刑事罰を科されること、行政上の不利益処分を受けることは、い

ずれも社会的に不名誉なことであるが、刑事罰を科されることは道

義的非難に値する犯罪を行った者であるとしてレッテルを貼るもの

であるため、行政処分を受けることと比べてその不名誉の意味合い

が異なり、法人処罰規定が存在することによる違反抑止効果は大き

いと考えられる。特に独占禁止法違反の罪は企業犯罪の典型であり、

近年、法人に対する刑事罰の適用が活発に行われている現状におい

て、法人処罰規定を廃止することは、我が国の立法政策として、独

占禁止法に違反することは道義的非難に値する犯罪ではないという

メッセージを発信するものと受け止められかねず、適当でないと考

えられる。 

② 一方で、カルテル等の違反行為があった場合に必ず刑事罰が適用

される訳ではなく、また、法人に対する刑事罰の上限は５億円とさ

れていることから、刑事罰のみでは十分とはいえず、行政処分（排

除措置命令、違反金納付命令）により迅速・効率的に対処すること

も必要である。 

 

（３）併科の場合の調整規定について 

 現行課徴金については、刑事罰が併科される場合に、当該刑事罰金額

の半分に相当する額を本来の課徴金から控除(刑事罰金の確定裁判より

課徴金納付が先に行われている場合には還付)することとされている。

これは、課徴金と刑事罰は違反行為を防止するという機能面で共通する

部分があることから立法政策上の判断として設けられた規定である（課

徴金と刑事罰を併科することによる二重処罰の懸念を回避するための

調整ではない）8。しかし、行政上の目的を達成するために課される違

反金と反社会的行為に対する道義的非難である刑事罰は趣旨・目的が異

                         
8 「本法案における課徴金と刑事罰の併科は、基本的には二重処罰の問題が生ずることは

ないと考えますが、両者は違反行為を防止するという機能面で共通する部分があるため、

併科する場合には、この共通する部分に係る調整として、罰金相当額の２分の１を課徴

金額から控除することが政策的に適当であると判断したもの」（平成１６年１１月４日衆

議院本会議・内閣官房長官答弁）。 



 13

なり、独立した制度であることから、両者の金額調整は必ずしも必要で

はないと考えられる。 

 

２ 不当な取引制限、私的独占（支配型）に係る違反金の水準、算定方法等 

 

違反金は違反抑止のための処分であるから、「違反行為をする動機付け

を失わせる」のに十分な水準に設定すべきである。 

違反金の算定方法については、現行課徴金と同様に比較的簡明なものと

し、関連商品等売上高に所定の算定率を乗じたもの（基礎額）をベースに

して、所定の考慮要素を満たす場合に加減算を行う仕組みとすることが適

当である。 

 

（１）違反金の水準等について 

 違反金は、事業者の一般財産からの金銭支払いを命じる不利益処分で

あることから、その水準の設定については合理的な説明ができることが

必要であると考えられる。現行の課徴金の水準は「（擬制による）不当利

得相当額（以上）」とされているが、「不当利得相当額」以外の要素によ

る合理的な説明を排除するものではないと考えられる。 

 違反金は違反抑止のための処分であるから、「違反行為をする動機付け

を失わせる」のに十分な水準に設定すべきであると考えられる。独占禁

止法違反行為については、刑事罰の付加刑としての没収・追徴がないこ

とも踏まえれば、違反金の水準として、少なくとも（擬制による）「不当

利得相当額」を課すことが不可欠であり、摘発される確率等も踏まえて

「やり得」「ばれて元々」とならないよう、適切な水準に設定すべきであ

ると考えられる。 

 平成１７年改正法により、不当な取引制限に対する課徴金の算定率の

引上げが行われ、大企業について関連商品等売上高の１０％、１０年以

内に課徴金納付命令を受けた事業者の場合にはその５割増の率を適用す

ることとされた。EU の競争法違反行為に課される行政上の金銭的不利益

処分である「fine」についてみると、平成１８年９月に発効した新しい

算定ガイドラインにおいて、価格カルテル等の場合、直近事業年度の関

連商品等売上高の通常３０％に違反年数を乗じた額を基礎額として加減
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算を行う（別途売上高の１５％～２５％が加算される）とされている9。

EU の fine においては加減算の裁量が広く認められているため一概には

言えないものの、我が国において違反金に加えて上限５億円の刑事罰が

併科される可能性があることを考慮しても、違反金の水準は依然として

低いとみられる10。また、現行の課徴金において設けられている業種・

規模による軽減算定率は合理的な根拠がないのではないかとの見解もあ

った。これに対して、違反金の水準は改正後の算定率で抑止力としては

十分であり、更なる水準の引上げについては、改正後の算定率が適用さ

れる違反事案が後を絶たない場合に検討すべきであるとの見解もあった。 

 国際比較の観点、抑止力確保の観点からは、算定率だけでなく、違反

金の算定期間11と除斥期間12（違反行為終了からいつまで違反金納付を命

じることができるか）についても考慮する必要がある（現行の課徴金は、

算定期間が最長３年間、除斥期間は３年間となっている。）。算定期間と

除斥期間については、比例原則の観点にも留意しつつ、国際水準との比

較を視野に入れるべきと考えられる。 

 

（２）違反金の算定方法について 

 ア 基本的な考え方 

違反金の算定方法については、考慮要素（加減算要素）をどの程度

広範に採用するか、公正取引委員会による裁量の余地をどの程度認め

るか、といった点の取扱いにより様々な選択肢が考えられるが、刑事

罰と違反金を併存・併科する仕組みとすることを踏まえて、抑止力を

確保する観点から効果的な制度設計をすべきであると考えられる。 

刑事罰と違反金は、それぞれ違反行為を抑止する効果を有する点で

共通するが、刑事罰は、刑事手続を経て当該行為が犯罪であることを

明確にするものであり、悪質性についても斟酌の上、量刑が行われる。

                         
9 fine の上限は、当該事業者の前年度の全世界売上高の１０％とされている。 
10 米国の刑事罰金においては、違反行為によって影響を受けた取引額の１５％～８０％

の額が科され得る（量刑ガイドライン）。法人に対する罰金の上限額は１億ドルか違反行

為により獲得した利益又は与えた損害額の２倍のいずれか高い方の額とされている。 
11 EU 法では年数の制限はない。 
12 米国では５年、EU では調査開始まで５年、調査開始から更に５年で通算最大１０年間

の除斥期間が認められている。 
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これに対して、違反金は、違反抑止という行政上の目的を達成するた

めの金銭的不利益処分である。このような両者の役割を踏まえれば、

違反金は、抑止力を確保しつつ比較的簡明な制度とし、関連商品等売

上高等に応じて機動的・効率的に納付を命じられるようにすべきと考

えられる。 

 具体的には、①現行課徴金と同様に関連商品等売上高（算定期間等

によっては、直近事業年度の売上高に年数を乗じる方法も考えられ

る。）に算定率を乗じた額をベースとする、②違反金算定の際の考慮要

素（基礎額からの加減算要素）については、考慮要素とすることによ

り違反抑止に資するもの、法執行の実効性確保に資するものに限定

（違反行為者の悪質性の評価は刑事罰に委ねる。）するとともに、法執

行の予測可能性を高め、かつ、公正取引委員会の法執行に過重な負担

とならないよう、その要件を極力明確にする、③現行課徴金制度と同

様に、不当な取引制限、私的独占（支配型）に対する違反金について

は義務的に賦課する（違反金を賦課するかしないかについての裁量を

公正取引委員会が持たない）、ことが適当と考えられる。 

 

イ 考慮要素として考えられるもの 

 現行の課徴金においては、違反行為の繰り返し、違反行為からの早期

離脱の場合について、通常の算定率とは異なる算定率が適用されている

が、上記アの考え方を踏まえると、違反金の考慮要素については以下の

ように整理できる。 

① 違反行為の繰り返し（加算要素）、違反行為からの早期離脱（減算要

素） 

要件の明確化が可能であり、考慮要素とすることにより、違反抑止

に資すると考えられる。 

② 違反事案において主導的役割を果たしていたこと（加算要素） 

加算要素とすることにより違反抑止に資すると考えられる（要件の

明確化が必要）。 

③ 調査協力（減算要素） 

既に公正取引委員会が把握している事実以外の情報を提供すること

を減算要素とすることにより法執行の実効性確保に資すると考えられ
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る（調査拒否の場合には罰則が設けられており、単に協力義務の範囲

内で調査手続に従ったというだけで減算要素とするのは不適当と考え

られる）。課徴金減免制度のうち調査開始後の申請による減額と機能面

で重複するので、課徴金減免制度と併せて検討する必要があると考え

られる。 

 

なお、事業者が独占禁止法違反を防止する観点から法令遵守に努め、そ

のための体制を充実させることは、独占禁止法違反行為の抑止に資するも

のであり、事業者において法令遵守体制を整備していくことは推奨される

べきことである。この点に関し、事業者が法令遵守に努めていたことを自

ら立証した場合には違反金の減算要素とすべきではないかという考え方

がある。本懇談会において慎重に議論を重ねた結果、以下の理由から、減

算要素とすることは適当ではないとの結論に至った。 

① 法令遵守体制を整備することは望ましいことではあるが、違反行為

が起こっているにもかかわらず違反金を減額するという形で公的な誘

因を与えて推奨するのは適当ではない。 

② 法令遵守体制の整備が実質を伴っていたかを判断するための法執行

コストは膨大であり、また、実質を伴っていたかどうかの判断を要する

ものとすることは併科方式の下で比較的簡明な違反金制度を採用する

場合にはなじまない13。 

 

３ 私的独占（排除型）、不公正な取引方法を違反金の対象とするかどうかにつ

いての検討 

 

 私的独占（排除型）については、違反金の対象とすることが適当である。

 不公正な取引方法については、違反金の対象とすることの適否、（違反

金の対象とすることが適当である場合において）対象とすることを検討す

                         
13 多くの考慮要素が認められている EU の fine の算定ガイドラインにおいても、法令遵

守体制の整備は考慮要素として明記されていない。米国では刑事罰の量刑に当たって、

有責性の度合いを見る上で実効的なコンプライアンス・プログラムを有していたかどう

かを考慮要素としている（量刑ガイドライン）。ただし、これまでに反トラスト法違反に

ついて考慮された例はない。 
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べき不公正な取引方法の行為類型、違反金の算定方法等について、政策的、

技術的見地も踏まえて、結論を得ることを期待する。 

 

（１）私的独占（排除型） 

ア 違反金の対象とすることについての考え方 

 私的独占（排除型）は「一定の取引分野における競争を実質的に制限

する」ことを要件としており、その競争侵害の程度を踏まえれば、違反

金の対象とすることが適当と考えられる。また、同じく「一定の取引分

野における競争を実質的に制限する」ことを要件とする不当な取引制限、

私的独占（支配型）が現行課徴金の対象とされていることと整合的であ

る。 

 なお、私的独占（排除型）については、不当な取引制限、私的独占（支

配型）と異なり、事業者にとって、正当な競争行為か、違反行為なのか

の区別が難しい場合があり、事業活動の萎縮をもたらさないような制

度・運用とすべきであるとの見解がある。これに対して、現行法の下で

も違反行為に対しては排除措置が命じられるのであるから、これに加え

て違反金の納付を命じたとしても問題はないとの見解もある。 

 

イ 違反金の賦課の対象について 

 私的独占（排除型）を違反金の対象とする場合には、すべての違反行

為に対して違反金を課すこととするか否かという論点がある14。 

この点については、私的独占（排除型）という違反行為を行い、市場

に対する悪影響を与えたことが問題であるので、違反行為に対しては原

則として違反金を課すべきとの考え方がある。これに対して、私的独占

（排除型）に当たる行為の中でも排除措置命令に加えて違反金を賦課す

ることによる抑止の必要性に差がある場合や、立法政策上、違反金を賦

課する（しない）類型を設けることが適当と判断される場合（例えば、

法執行の予測可能性を確保するために賦課の対象を限定するなど）には、

法令上何らかの限定を設けることが考えられる。 

                         
14 不当な取引制限及び私的独占（支配型）については、違反金の賦課の対象が法律の規

定により「対価に係るもの」等に限定され、これに該当するものについて義務的に賦課さ

れる。 
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法令上の切り分けとは別に、違反金納付を命じるか否かについての裁

量を公正取引委員会に与えることも考えられる。ただし、現行課徴金の

対象となる不当な取引制限・私的独占（支配型）については義務的賦課

とされている（２（２）ア参照）一方、新たに裁量的賦課を導入すれば、

違反金制度に義務的賦課と裁量的賦課が並存することになり、このよう

に異なるタイプの違反金が並存することについての合理的な説明ができ

るかという点にも留意する必要がある。 

 

ウ 違反金の算定方法等について 

私的独占（排除型）に対する違反金（基礎額）の算定方法については、

不当な取引制限、私的独占（支配型）と同様に、関連商品等売上高に算

定率を乗じて得た額とすることが適当と考えられる。その際の算定率等

を不当な取引制限、私的独占（支配型）と同じとするか否かについては、

過去の違反事件の実態などを踏まえて、立法政策として判断すべきもの

と考えられる（不当な取引制限及び私的独占（支配型）に対する違反金

と同様、「不当利得相当額」以外の要素による合理的な説明を排除するも

のではないと考えられる。）。 

 

（２）不公正な取引方法 

ア 違反金の対象とすることについての考え方 

不公正な取引方法を違反金の対象とすべきかどうかについては、以下

に指摘するように、なお、政策的、技術的見地から最終的な判断を要す

る点がある。（不公正な取引方法については、刑事罰の対象ともなってい

ないが、まずは違反金の対象とすることの適否を検討した。） 

違反金の対象とすることは不適当とする立場からは、①不公正な取引

方法（の一部）は「公正な競争を阻害するおそれ」を要件とする予防的

な規制である、②事業者にとって、正当な競争行為か、違反行為なのか

の区別が難しく、違反金の対象とすることにより事業活動の萎縮をもた

らすおそれがある、③必ずしも、排除措置命令と命令違反に対する罰則

等の現行の制度で抑止力に支障を来しているとはいえず、また、私的独

占（支配型・排除型）を違反金の対象とすることにより、その予防的規

制である不公正な取引方法（の一部）に対する抑止効果も期待できる、
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といった指摘がなされている。 

これに対して、（必要な行為類型については）違反金の対象とするべき

である（不公正な取引方法を違反金の対象とすることができないわけで

はない）との立場からは、①不公正な取引方法の一部は私的独占の予防

的規制であるが、（私的独占に至らなくても）不公正な取引方法が行われ

るだけで市場における競争上の弊害が実際に生じることがある、②不公

正な取引方法の中には私的独占の予防的規制と位置づけられない行為類

型もあり、こうした行為類型については、私的独占を違反金賦課の対象

としても抑止効果が期待できない、③要件は明確であり、違反金の対象

とすることが通常の事業活動に対して過度の萎縮効果をもたらすもので

はない、との指摘がなされている。 

さらに、不公正な取引方法については、違反行為を迅速かつ適確に排

除することが重要であるので、ガイドラインの作成や公正取引委員会の

指定制度の活用により、規制対象行為をより明確化すべきであるとの見

解もあった。 

 

イ 違反金の対象とすることを検討すべき不公正な取引方法の行為類型 

上記アで示された両者の考え方があることから、不公正な取引方法に

ついては、仮に違反金の対象とすることを検討する場合でも、（不当廉売、

差別取扱い、再販売価格の拘束といった私的独占の予防的規制と位置づ

けられる行為類型を含む）不公正な取引方法全体を違反金の対象とする

ことよりも、私的独占の予防的規制とされていない行為類型のうち、違

反金を賦課することによる抑止の必要性が高いと考えられるものに限定

して違反金の対象とすることの是非を検討することが適当と考えられる。 

ぎまん的顧客誘引、優越的地位の濫用については、私的独占の予防的

規制とは位置づけられず、また、違反行為者に不当な利得が生じる蓋然

性が高く、特に、優越的地位の濫用については違反行為も多くみられる

ことから、排除措置命令に加えて、違反金を賦課することによる抑止の

必要性が高いと考えられる。 

一方、ぎまん的顧客誘引については、これまでに独占禁止法違反行為

としては法的措置がなく、景品表示法の法執行によって対応してきてお

り、ぎまん的顧客誘引を違反金の対象とする必要があるといえるかとい
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う問題がある。この点に関し、景品表示法上の不当表示を違反金の対象

とするという対応も考えられる15。 

優越的地位の濫用に関しては、違反行為及びその対象、被害額等が明

確といえるものについて、違反行為の直接の被害者に対して直接当該経

済上の利益を返還させる方が適切ではないかという考え方もある。 

これらの行為類型を違反金の対象とするか否かについては、こうした

留意点や上記アで示された指摘も踏まえつつ判断すべき事項であると考

えられる。 

 

ウ 違反金の算定・賦課について 

ぎまん的顧客誘引、優越的地位の濫用を違反金の対象とする場合にも、

合理的な算定方法を定める必要がある。例えば、過去の事案のデータか

ら、ぎまん的な顧客誘引行為や優越的地位の濫用行為による収益、同行

為により増加した売上高を推計して、これを基に、違反抑止のために適

切な算定率を設定することが考えられる。 

違反行為の中でも違反金賦課による抑止の必要性の程度に差がある場

合や、立法政策上、違反金を賦課する（しない）類型を設けることが適

当と判断される場合には、法令上何らかの限定を設けること、または、

法令上の切り分けとは別に、違反金納付を命じるか否かについて、公正

取引委員会に裁量を与えることも考えられる。 

 

以上のように、不公正な取引方法の取り扱いについては、なお、政策

的・技術的判断を要するので、これらを踏まえ、結論を得ることを期待

する。 

 

 

 

 

 

 

                         
15 ただし、現行の景品表示法は独占禁止法（ぎまん的顧客誘引）の特例法として制定さ

れており、このままでは違反金の対象とすることが法制上困難という問題点がある。 
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４ 違反金と損害賠償（違約金）等との関係 

 

 違反行為の抑止のためには、抑止につながる様々な法執行手段があるこ

とが効果的であり、これらの手段がそれぞれの機能を発揮することが期待

される。 

個々の措置等はそれぞれ趣旨・目的が異なっており、違反金と民事上の

損害賠償金等との調整を制度上図る必要はない。 

 

違反行為を行った事業者に対しては、独占禁止法の法執行に加えて、違

反行為により損害を受けた者等による損害賠償請求・不当利得返還請求、

発注者による違約金請求といった金銭的不利益を受ける可能性があり、更

に、発注者による指名停止、監督官庁による監督処分も行われ得る。違反

行為の抑止のためには、抑止につながる様々な法執行手段があることが効

果的であり、これらの手段がそれぞれの機能を発揮することが期待される。 

個々の措置等はそれぞれ趣旨・目的が異なっており、独占禁止法に違反

した事業者が不利益を受ける点において共通するものの、そのために、こ

れらの措置等の間で当然に調整が必要（例えば、損害賠償や違約金の支払

いをした場合には違反金はその分減額するなど）ということにはならない

と考えられる。 

違反金の水準を見直す際には、その時点における諸事情（違約金の水準

や実際の請求・支払状況、損害賠償請求訴訟の活用状況、指名停止の運用

状況等を含む）も考慮されることになると考えられるが、違反金は違反行

為抑止のための行政措置であり、違反行為による不当利得等を被害者に代

わって徴収するものではないことから、違反金の水準を検討するに当たっ

ては、主として抑止力の確保の観点から検討を行うことになると考えられ

る。 
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Ⅳ 審判手続、行政調査手続等の在り方 

 

１ 審判制度の在り方 

 

平成１７年改正により導入された不服審査型審判方式は、事件処理の

効率化等一定の成果を上げていると考えられることから、当面、これを

維持することが適当である。 

しかしながら、行政審判は、行政過程において準司法的手続を採用し

て被処分者に十分主張・立証の機会を与えることにより適正手続を保障

するとともに、紛争の専門的早期的解決を図るものであることから、一

定の条件が整った段階で、事前審査型審判方式を改めて採用することが

適当である。 

 

（１）審判制度を設けることについての考え方 

行政処分に際して審判制度を設ける場合には、①公正取引委員会の排除

措置命令・課徴金納付命令に不服がある場合に被処分者の請求により審判

を行う不服審査型審判方式(現行法型)、②事前の審判手続により審査官及

び被審人がそれぞれの主張及び証拠の提出を尽くした上で審決により排除

措置・課徴金納付を命じる事前審査型審判方式(旧法型)がある。これに対

して、審判制度を設けず、処分について不服がある場合には地方裁判所に

直接取消訴訟を提起する方式もある。 

地方裁判所に直接取消訴訟を提起する方式は、①公正取引委員会が審査

機能と審判機能を併せ持つことに対する疑念が払拭できない、②処分に不

服がある場合に早期に司法審査を求めることができるようにすべき、③事

前審査型審判方式では早期に執行力のある命令を出すことができないので、

競争秩序の早期回復を図るようにすべき、という考え方に基づくものであ

る。 

本懇談会では、以下の理由から、審判制度を設けることが適当との結論

に至った。すなわち、 

① 独占禁止法については、高度な専門性に基づく執行・判断が求められ

る。いわゆる実質的証拠法則を伴う審判制度は、公正取引委員会による
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事実認定を尊重することを通じて、高度な専門性に基づく執行・判断を

担保するとともに、早期の紛争解決を図ることができる。 

② このような審判制度が、専門的知見を加えた審決の蓄積等を通じて、

独占禁止法の法解釈の形成に果たしてきた役割は大きく、事前規制型社

会から事後規制型社会への移行や経済活動の複雑化が進む中で、この役

割はますます増大することが考えられる。 

③ 取消訴訟においては行政庁による裁量権の濫用等があった場合に当該

処分の取消しがなされるにとどまるが16、不服審査型審判方式を採用す

る場合には、裁量権の濫用等の問題に限定されることなく、原処分が競

争秩序の回復のために妥当であるか否かなど、幅広い事項が審理の対象

になるので、より適切な処分が担保されやすくなる。 

そこで以下では、不服審査型審判方式と事前審査型審判方式について、

適正手続の確保、違反行為に対する抑止力の確保の観点を踏まえながら、

望ましい制度の在り方について検討する。 

 

（２）不服審査型審判方式及び事前審査型審判方式の特長 

ア 不服審査型審判方式 

 不服審査型審判方式については、①公正取引委員会の調査の結果、違

反行為があると認められる場合、事前手続を経て(審判を経ずに)排除措

置を命じることから、早期に競争状態を回復できる、②排除措置命令と

併せ違反金納付を命じ、審判手続中は延滞金が発生することから、違反

金納付先送りのために審判で争うという誘因が生じない、③談合事案の

場合に、公正取引委員会の処分に伴って発注官庁による指名停止が行わ

れることが多い状況において、審判の前に処分がなされることから、指

名停止を受ける時期をコントロールするために審判で争う（旧法の場合、

勧告を応諾しない）という誘因が生じない、という特長がある。 

 

イ 事前審査型審判方式 

 事前審査型審判方式については、①（事業者が望めば）対審構造の下

で、自らの主張・立証、相手方への反論・反証を経て処分がなされるこ

                         
16 行政庁の裁量処分については、裁量権の範囲をこえ又はその濫用があつた場合に限り、裁判所は、そ

の処分を取り消すことができる（行政事件訴訟法第３０条）。 
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とから、処分時において、不服審査型審判方式よりも適正手続が保障さ

れるとともに、真相の解明により適している、②行政過程、裁判過程全

体を通してみた場合に、不服審査型審判方式と比べ、紛争の専門的早期

的解決を図るという審判の本来の機能により即している、という特長が

ある。 

 

（３）不服審査型審判方式について指摘される問題点と考え方 

不服審査型審判方式については、①不服審査型審判方式における事前

手続は、審判と比較すると簡易な手続であり、違反行為に対する抑止力

を強化することになればなるほど、適正手続の確保の面で十分とは言え

ない、②不服審査を担う機関については第三者性が重要であり、すでに

効力が生じている処分に対し処分を決定した公正取引委員会の審判によ

って不服審査を行っても判断が覆ることは考えにくく、審判手続に強く

求められる中立公正さに欠けるとの外観が生じる、といった問題点があ

るとの指摘がある。 

 

ア 適正手続の確保の観点からの問題点の指摘について 

現行の不服審査型審判方式における事前手続と事前審査型審判を比較

すると、①前者は審査官側と事業者側の二者による手続であるのに対し、

後者はこれに審判官が加わった対審構造の下での手続であること、②審

判では相手方の主張・立証に対する反論・反証の提出を繰り返すことが

可能であるのに対し、事前手続は比較的短期間に終了するものとして設

けられた手続であること、③事前手続における証拠開示は、対審構造の

下で行われ文書提出命令制度も備えた審判における証拠開示に比較して

狭くなる可能性があること、が違いとして挙げられる。 

このうち、①②については、事前手続を聴聞官の下での対審構造にな

るようにし聴聞相当のものとするなどにより、不服審査型審判方式であ

っても、適正手続の確保を図ることができるという考え方がある。③に

ついては、審判請求を受けて審判が開始されれば提出する証拠であれば、

事前手続の時点でも提出することに支障はないはずなので、不服審査型

審判方式であっても、事前手続における証拠開示の範囲は審判手続にお

ける証拠提出の範囲と同様にできるという考え方がある。 



 25

こうした考え方に対しては、不服審査型審判方式を採りながら、事前

手続において聴聞官を設けて事前手続を聴聞相当のものとしたり、事前

手続における証拠開示の範囲を審判手続における証拠提出と同じにした

りすることは、①迅速性を重んじる不服審査型審判方式の趣旨に反する

とともに、事前手続が事後の審判と類似し手続に重複が生じることから

適当ではなく、②適正手続の確保の観点からは、事前手続だけでなく処

分後の審判を含めて総合的に判断すればよいことから採用する必要がな

い、と考えられる。すなわち、不服審査型審判方式の下で事前手続を重

くするという選択肢を採ることは適当ではなく、事前手続は現行のもの

を基本的に維持して不服審査型審判とするか、事前審査型審判方式とす

るかの選択ということになる。 

 

イ すでに効力が生じている処分について自ら不服審査を行うことへの疑

義について 

すでに効力が生じている処分について自ら不服審査を行う不服審査型

審判方式を採る以上、事前審査型審判方式に比べ判断が覆る蓋然性が低

下するのではないかとの疑義が生じ易く、また、こうした制度となって

いることにより制度への不信感を助長し易いと考えられる。 

一方、現行の不服審査型審判方式は、旧法の下での事前審査型審判制

度における問題点を解消するために導入されたものであり、審判手続に

おける現行法の排除措置命令の位置づけは旧法の勧告と実質的には変わ

らない（勧告と異なる審決が出るのと同じ程度に排除措置命令と異なる

審決が出ることが期待できる）という考え方もある。不服審査型審判方

式を維持しつつ、指摘されている不服審査型審判方式の問題点に対応す

るため、審判官の第三者性を高めることも考えられる（具体的方策につ

いては、Ⅳ２参照）。 

 

（４）事前審査型審判方式について指摘される問題点と考え方 

事前審査型審判方式については、①審決がでるまで排除措置を命じら

れない（早期に競争状態を回復できない）、②審判を経て違反金納付が命

じられることから、違反金納付先送りのために審判で争うという誘因が
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生じる17、③談合事案の場合に、公正取引委員会の処分に伴って発注官

庁による指名停止が行われることが多い状況において、審判を経て処分

がなされることから、指名停止を受ける時期をコントロールするために

審判で争う（旧法の場合、勧告を応諾しない）という誘因が生じる、と

いった問題点があるとの指摘がある。 

 

ア 早期に競争を回復することができないとの指摘について 

早期に競争を回復することができないとの指摘については、①処分の

早期化については本来審判の迅速化で対応すべき、②公正取引委員会が

調査を開始すれば、違反行為は中止されることが多いと考えられ18、違

反行為が中止されない場合には、緊急停止命令を活用すればよい、との

考え方がある。さらに、現行の緊急停止命令が機能しないのであれば、

一定の要件を満たす場合には、審判係属中であっても、公正取引委員会

が違反行為の差止めその他競争を回復するために必要な措置を命じるこ

とができる制度を導入することを検討すべき、との指摘もあった。 

一方、①現行の緊急停止命令は緊急性の要件や求めることができる命

令の内容に制約19があるため十分機能しない、②不服審査型審判方式を

採用するか事前審査型審判方式を採用するかの検討に当たっては、不服

審査型審判方式を採用した改正法の施行後、早期に処分がなされるとと

もに、審判の件数は減少しているという現状や不服審査型審判方式は実

務で定着しつつあるという点にも留意する必要がある、との考え方があ

る。 

 

 

                         
17 現行法（不服審査型審判方式）においては、審判中であっても納期限の翌日から課徴

金額に延滞金が上乗せされる。 
18 過去３年度に出された法的措置についてみると、課徴金が課される事案についてはほ

とんどの事案で排除措置命令時まで（通常は調査開始時）に違反行為が終了しているが、

そうでない事案については逆に排除措置命令時においてもほとんどの事案で違反行為が

継続している。 
19 例えば、自己の競争者と取引した場合には取引を拒絶するとして、取引先に自己の競

争者と取引させないことによって新規参入を阻止する事案の場合、自己の競争者と取引し

ても取引を拒絶しないことが取引先に周知されなければ新規参入が困難な状況は改善さ

れない。 
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イ 違反金納付先送りのために審判で争う誘因が生じるとの指摘について 

違反金納付先送りのために審判で争う誘因が生じるとの指摘について

は、上記アと同様、不服審査型審判方式を採用した改正法の施行後、早

期に処分がなされるとともに、審判の件数は減少しているという現状や

不服審査型審判方式は実務で定着しつつあるという点にも留意する必要

がある、との考え方がある一方、審判で争うために費用がかかることや

現下の金利情勢を踏まえれば、実際に違反金納付先送りのために争うこ

とは考えにくいとの考え方もある。 

事前審査型審判方式の下で違反金納付先送りのために審判で争う誘因

が生じない仕組（例えば、独占禁止法違反行為を民法上の不法行為類似

のものとして取り扱い、審判開始などの一定の時期から違反金の延滞が

生じるものとして設計）を設けることにより対応すればよいのではない

かとの考え方も示された。これに関連して、現行の不服審査型審判方式

の下で、課徴金納付命令が審判で争われた場合に、納付期限後に発生す

る延滞金の利息を通常の半分としていることも適当ではない、との見解

もあった。 

 

ウ 指名停止を受ける時期をコントロールするために審判で争う誘因が生

じるとの指摘について 

指名停止は発注者が契約の一方当事者としての判断で行うものであり、

独占禁止法違反行為については、公正取引委員会の処分に伴って指名停止

を行うという運用が一般的である現状においては、事前審査型審判方式を

採用しつつ、指名停止を受ける時期をコントロールするために審判で争う

誘因が生じない仕組とすることは不可能であると考えられる。 

この点については、指名停止は独占禁止法上の制度ではなく、審判制度

の設計に当たって考慮する必要はないという考え方もある。一方で、他の

制度によって独占禁止法の執行に悪影響が及ぶ可能性はできるだけ排除

すべきである、あるいは、公正取引委員会の行政資源が限られている中で、

審査官の審判対応の負担が増大し、違反事件の審査活動に支障を生じ、実

効的な法執行を阻害することは看過できない、という考え方もある。 
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（５）結論 

以上、不服審査型審判方式と事前審査型審判方式を比較検討した結果、

本懇談会は、次の結論を得た。 

すなわち、①現行法で採用されている不服審査型審判方式は、旧法下で

の事前審査型審判方式において、処分の遅延や制度の趣旨に沿わない審判

の増加が生じがちであり、違反行為に対する十分な抑止力の確保に支障を

来すことが懸念されたことから、導入されたものであり、導入後、現時点

までにおいて、早期に処分がなされるとともに、審判の件数は減少してい

ると評価でき、一定の成果を上げていると考えられる、②導入後１年あま

りしか経っていない現段階で、再度制度変更を行うことにより、実務的な

混乱を生じさせる可能性がある、③不服審査型審判方式が直ちに憲法の要

請する適正手続に反するともいえない、ことから、当面、現行の不服審査

型審判方式を維持することが適当と考える。 

しかしながら、①事前審査型審判方式について指摘される問題点への対

応として、不服審査型審判方式しか選択肢がないとまでは言えないこと、

②他方で、不服審査型審判方式について指摘される問題点に対応する場合

には、事前審査型審判方式を採用することが最も望ましいと考えられるこ

と、③さらに、もともと、（審級省略、実質的証拠法則を備えた）審判制

度は、行政過程において準司法的手続を採用して被処分者に十分主張・立

証の機会を与えることにより適正手続を保障するとともに、行政過程、裁

判過程全体を通してみた場合に、紛争の専門的早期的解決を図るものとし

て構想されていること、から、不服審査型審判方式を恒久的制度とするこ

とには疑義がある。 

したがって、審判の迅速化や制度の趣旨に沿わない審判の増加を防止す

るための措置を講じた上で、入札談合事案に関する実効的予防策の実施状

況を踏まえつつ、事前審査型審判方式を改めて採用することが適当である。

審判の迅速化のためには、公正取引委員会の体制整備に加え、関係者にお

いて制度の趣旨の理解・協力が進むよう政府において働きかけることも重

要である。また、手続の効率化の観点から、（旧法とは異なり）排除措置

と課徴金納付について同時に措置を執ることができるようにし、職権によ

る審判手続の併合・分離（独占禁止法第６４条）については、併合を原則

とし、必要な場合に分離を行うものとすることも考えられる。 
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２ 審判に対する信頼性・透明性確保 

 

 審判に対する信頼性を一層高める見地から、審判官の構成、審判官作

成の審決案の取扱い等に関し所要の措置を講ずることが適当である。 

 

審判制度については、公正取引委員会、審査官からの審判官の独立性・中

立性を確保するなど、審判に対する信頼性・透明性を一層高めるべきではな

いかとの考え方がある。こうした信頼性・透明性確保の要請は、不服審査型

審判方式を維持することを前提とする場合には、一層強まると考えられる。 

具体的には、①審判官の構成について、現状でも、公正取引委員会の外部

から任用される法曹資格者を相当数含んでいるが、外部から任用される者の

数を一定数以上とすること、②審判官作成の審決案と実質的に異なる審決を

行おうとするときには、その理由を説明するものとする、又は委員会による

審判手続を経てするものとする、といった方策が考えられる。 

 

３ 審判・事前手続における証拠開示の在り方 

 

公正取引委員会の審判・事前手続における証拠開示の在り方について

は、他の類似の諸制度との整合性、手続の迅速性の確保の必要性に鑑み、

現行の制度・運用を維持することが適当である。 

 

審判・事前手続における証拠開示の在り方については、類似した他の制度

をも踏まえた検討が適当である。すなわち、行政手続法の聴聞手続における

文書等閲覧、民事訴訟の文書提出命令、刑事訴訟における証拠開示の各制度

の趣旨を、それぞれ視野に入れるべきである。これら制度において、文書な

いし証拠の開示が所定の要件の下で許容されているのは、当事者間で証拠

（文書等）が偏在しがちな状況を解消し、もって、当該手続に対する手続関

与者等の信頼を確保するため、あるいは、手続関与者相互の実質的平等を実

現するため、であるという考え方もある。他方で、いずれの制度においても、

文書ないし証拠開示の要件が厳格に定められているのは、これら制度の利用

も、他の重要な利益を害する危険が大きくない限りで是認されることを示し
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ていると考えられる。このような観点から、審判・事前手続における証拠開

示の在り方を検討すると、以下のように考えられる。 

 

審判における証拠開示については、公正取引委員会の審判に関する規則

第３９条により、「事件の審判に必要と認める証拠」が審査官側から提出さ

れ、同規則第４６条に基づく被審人の申立を受けた審判官による文書提出

命令によりその他の証拠が開示される。これについて、本懇談会において

は、審査官が必要と認めない証拠は少なくとも当初からは審判に提出され

ず、また、審査官がどのような証拠を保有しているかは被審人側では分か

らないので、文書提出命令の活用にも限界があり、審査官手持ち証拠を含

めた開示が必要ではないか、排除措置命令や課徴金納付命令は重大な不利

益を課すものであるから、行政手続法上の聴聞相当の証拠開示（文書閲覧

許可）をすべき、という考え方が示された。 

この点については、以下の理由で、現行の審判規則に基づく運用で問題

はないとの結論に至った。 

① 処分対象者の競争者や取引先の資料が審査官の手持ち資料の大部分を

占めることが多いが、この場合、これらの資料を開示するためには企業

秘密等に関してすべての関係人との調整を行い必要に応じてマスキング

することとなるが、このような膨大なコストをかけてまで開示する必要

があるとはいえない。 

② そもそも、行政手続法の聴聞手続で求められている証拠開示（文書閲

覧許可）も「当該事案についてした調査の結果に係る調書その他の当該

不利益処分の原因となる事実を証する資料」であり、審査官が違反行為

の存在等を立証するために提出する証拠と同程度であると考えられる。 

③ 他にそのような証拠開示を行っている行政手続の例はない。 

不服審査型審判方式の下での事前手続における証拠開示の在り方につい

ては、Ⅳ１（３）アで整理したとおり、現行の運用で問題はないと考えら

れる。 

 

なお、個別の事案に応じて、公正取引委員会が弾力的な運用を行うこと

を妨げるものではない。 
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４ 行政調査(審査)手続の在り方 

 

 行政調査（審査）手続の在り方に関しては、基本的には現行制度を維持

するが、事業者の手続上の保護にも配慮した運用がなされるべきである。

 

調査手続に関する独占禁止法の定めは、所得税法や証券取引法と比較した

場合、審尋調書や供述調書の作成などに特色はあるが、基本的には我が国の

行政調査手続の在り方と共通している。 

なお、行政調査法制に関しては、所得税法の質問検査権について、行政調

査の必要性と相手方の私的利益との衡量を要請した最高裁判所判決20があ

る。このような要請は、一般論として、独占禁止法の行政調査権の行使にも

妥当するのみならず、立法政策としても参照されるべきものと考えられる。 

本懇談会においては、日本における以上の行政調査手続法制の全般的状況

及び外国法制の在り方等を参考にして、独占禁止法上の調査手続の在り方に

ついても検討を進めてきた。その間に提出された多くの論点のうち、行政調

査と犯則調査の関係及び犯則調査の在り方自体については、犯則調査権の導

入後まだ日が浅いことから、立ち入った検討を差し控え、行政調査自体に関

し、とりわけ問題とされている、供述調書作成時における写しの提供、供述

録取の際の弁護士の同席、弁護士秘匿特権の導入の３つの点を取り上げて検

討を加えるとともに、行政調査手続一般についての運用上の留意点を指摘す

ることとした。 

 

（１）供述調書作成時における写しの提供 

供述調書については、①自ら供述した内容が記載された調書を関係人

に提供しても特段の弊害は考えにくい、②関係人の供述内容について事

業者が知ることができれば、事業者と公正取引委員会の間における事実

認識に関する無用な争いを避けることができる、③米国、EU でも認めら

れている、ことから、供述調書作成の際に関係人から求めがあれば、供

                         
20 「質問検査の範囲、程度、時期、場所等実定法上特段の定めのない実施の細目につい

ては、・・・質問検査の必要があり、かつ、これと相手方の私的利益との衡量において社

会通念上相当な限度にとどまるかぎり、権限ある税務職員の合理的な選択に委ねられて

いるものと解す」る（最高裁・昭和 48 年 7 月 10 日判決 刑集第 27 巻 7 号 1205 頁）。 
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述調書の写しを供述人に提供すべきではないか、という考え方がある。 

これについては、以下の理由から、現行の制度・運用で問題はないと

の結論に至った。 

① 刑事手続においては、刑事訴訟法４７条による訴訟記録の非公開の

原則に基づき、捜査段階において供述調書の写しを提供することは原

則として認められず、また、他の行政調査でも供述調書の写しの提供

は認められていない。 

② 供述録取は、物的証拠との齟齬や供述の矛盾点等を追及するなどし

て行われ、その際様々な調査により得た情報等を供述人に示したりす

ることもあり、供述調書の写しの提供が、関係事業者間の口裏合わせ

等による証拠隠滅を容易にし、真相解明の妨げとなる可能性がある。 

③ 供述調書の写しの提供を受けることができるようにした場合、事業

者と従業員等との関係を考えると、供述内容が事業者(会社)に知られ

ることを恐れ、供述人(従業員等)が真実を供述することに消極的とな

り、真相解明の妨げとなる可能性がある。 

④ 米国や EU と我が国では、行政調査や刑事捜査の権限・手法を含む行

政制度や司法制度の在り方全体が異なっており、供述調書作成時にお

ける写しの提供のみを取り出して我が国で採用することには慎重であ

るべきである(このような観点は、後述の供述録取の際の弁護士の同席

や弁護士秘匿特権を認めるかどうかの検討の際にも当てはまる)。 

 

（２）供述録取の際の弁護士の同席 

供述録取の際の弁護士の同席については、①審判において供述内容の

信用性が争いとなることを防ぐことができる、②供述録取の透明性を確

保することができる、③米国、EU においても認められている、ことから、

認めてはどうかとの考え方がある。 

これについては、以下の理由から、現行の制度・運用で問題はないと

の結論に至った。 

① 供述録取の際の弁護士の同席は刑事手続や他の行政調査手続でも認

められていない。 

② 供述録取の際に同席を認める弁護士が、会社から依頼されたか個人か

ら依頼されたかを問わないこととした場合には、会社から依頼された弁
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護士が同席すると、従業員に萎縮効果が生じ、真相解明に支障が生じる

可能性がある。 

 

（３）弁護士秘匿特権(attorney-client privilege)21 

弁護士秘匿特権については、①これを認めることにより、弁護士が真実

を踏まえて法的助言を行えるようになる、②米国、EU でも認められてお

り、制度の違いが、国際的事件において具体的な不都合を生じさせる可

能性がある、ことから、独占禁止法の行政調査手続においても弁護士秘

匿特権を導入するべきではないか、という考え方がある。 

これについては、以下の理由から、現状における導入は適当ではないと

の結論に至った。 

① 弁護士秘匿特権は刑事手続や他の行政調査手続でも認められていな

い。 

② 米国や EU では、多くの判例の蓄積によって弁護士秘匿特権が認めら

れ、その範囲の明確化が図られてきた経緯がある中で、これをすぐに我

が国に取り入れることは困難である。  

 

（４）行政調査（審査）手続における運用面での配慮 

行政調査（審査）手続は、事業者が適切に防御権を行使できるよう、運

用面においても配慮することが望ましい（例えば、犯則調査か間接強制に

よる行政調査か任意調査かについて事業者に誤解を生じさせないように

留意する、事前手続において初めて証拠説明が行われることも踏まえて、

事業者が検討に必要な時間を確保できるよう意見提出の期限を適切に設

定する、事前手続における命令案の説明は詳細に行う、意見提出の機会で

提出された重要な意見に対しては、これを十分考慮の上、命令書の理由提

示部分を具体的に記載するなど）。 

 

 

 

 

                         
21 弁護士に対して法的の助言を求めるにあたり、弁護士と依頼人の間のやりとりについて

は、それに関する証拠の提出や開示手続(discovery)での開示を拒否できるという特権。 
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５ 警告・公表の在り方 

 

警告・公表は、違反行為の抑止の観点から、今後とも維持することが適

当と考えられるが、対象となる事業者の懸念を解消するため、独占禁止

法制上、警告の主体、要件、形式、意見聴取等に関する規定を整備し、

警告・公表の適正化を図ることが適当である。 

 

公正取引委員会は、警告(排除措置命令等の法的措置を採るに足る証拠が

得られなかったが、違反の疑いのある行為が認められた場合、是正措置を

採るよう指導するもの)について、事業者名を含めて公表している。 

警告は、行政指導の一種であり、独占禁止法４３条の規定（「公正取引委

員会は、この法律の適正な運用を図るため、事業者の秘密を除いて、必要

な事項を一般に公表することができる」）に基づき、公正取引委員会は、事

業者名を含めて警告内容を公表している。これにより、具体的にどのよう

な行為が独占禁止法上問題となる可能性があるかを明らかにすることで違

反行為の未然防止を図るとともに、当該事業者の行為に対する消費者や事

業者の注意を喚起することに資すると考えられる。 

しかし、警告の対象となる事業者からみれば、違反の疑いがあるに過ぎ

ない事件につき事業者名が公表され、有形無形の不利益を被るおそれがあ

ること、さらに、当該警告について争う手段が確保されていないこと、と

いう問題がある。 

警告・公表は、違反行為の抑止の観点から、今後とも維持することが適

当であると考えられるが、上記の懸念をできるだけ解消するために、独占

禁止法制上、警告の主体、要件、形式、意見聴取等に関する規定を整備し、

警告・公表の適正化を図ることが適当である22。 

                         
22 現在、総務省において、行政不服審査制度検討会が開催されており、一定の行政指導

を不服申立ての対象とする方向での検討がなされている（平成１９年４月５日・行政不

服審査制度検討会中間取りまとめ参照）。 
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Ⅴ その他 

 

１ 独占禁止法違反行為に係る民事訴訟制度の在り方 

独占禁止法違反行為に係る民事訴訟が機能することにより、被害者等の

救済に資するとともに、公正取引委員会による法執行を補完し違反行為の

抑止に資することにもつながる。したがって、民事訴訟の適切な活用を阻

害する要因があるのであれば、これを除去することが必要である。 

特に独占禁止法上の差止請求制度は、平成１２年の法改正により導入さ

れたものであるが、訴訟提起件数は少なく、訴訟の経済的・時間的負担が、

私人（特に消費者）が個人で訴訟を提起することの障害になっている可能

性がある。これに対する具体的な方策として、団体訴訟制度の導入、特許

法等で設けられているような文書提出命令の特則の導入23、差止請求訴訟

の対象となる行為類型の不公正な取引方法からその他の行為類型への拡大、

（違反行為により）「著しい損害」が生じるとき等とされている差止請求を

することのできる要件からの「著しい」の削除、が挙げられた。 

一方、事業者の自由な営業活動を尊重する観点から差止請求訴訟は損害

賠償訴訟よりも厳格な要件が求められるのではないか、不公正な取引方法

についても差止請求が活発に行われているとは言えない現状において、差

止請求訴訟の対象となる行為類型を拡げる必要はないのではないか24、と

の見解が示された。 

団体訴訟制度については、平成１７年４月に閣議決定された消費者基本

計画に基づき、すでに、公正取引委員会において団体訴権導入の是非につ

いて検討が開始されており、文書提出命令の特則の導入も含め、民事訴訟

を適切に機能させる観点から結論を出すことが望まれる。 

                         
23 一般原則である民事訴訟法による文書提出命令では、技術・職業上の秘密に係る文書、

自己使用文書等は対象外とされているが、特許法等においては特則規定が設けられ、所

持者に「正当な理由」がある文書を除くすべての文書に開示対象を拡大し、「正当な理由」

の存否は、必要に応じてインカメラ手続によって、「不開示による不利益」と「開示によ

る不利益」を総合考慮して判断することとされている。 
24 不公正な取引方法は、不当な取引制限、私的独占と比べて、①特定の私人に直接被害

が生じることが多く、その救済手段として差止請求訴訟が馴染み易いこと、②取引の当

事者が被害者となることが多く、事実関係の把握や資料収集が容易で立証が行い易いこ

と、③加害者が特定し易いこと、から、平成１２年の差止請求訴訟制度の導入時におい

て、差止請求訴訟の対象とすることとされた経緯がある。 
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２ 公共調達の在り方 

公共調達の在り方は本懇談会に与えられた直接的な検討課題ではない

が、本懇談会では、我が国における独占禁止法違反事件の多くが公共調達

に係る入札談合であることが憂慮すべき状況であり、独占禁止法違反行為

を厳正に執行することと併せ、公共調達に係る入札談合を助長している要

因を改善することも重要な課題であることについて共通の認識がある。公

共調達の在り方に関しては、近時の状況を踏まえ、いわゆる官製談合防止

法の改正（刑事罰の導入等）が行われた他、一般競争入札の拡大等の発注

方法の見直しや、いわゆる官製談合の背景にあるとされる天下り問題に関

連して公務員制度の在り方について検討が進められている。こうした取組

を通じて、公正で透明な調達が行われる環境が早急に整備されることが望

まれる。 

 


